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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第53期
第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結累計期間

第53期 
第３四半期
連結会計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

第53期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 1,289,540912,829 421,691 428,6241,536,631

経常損失 (千円) 134,446 141,486 34,974 17,497 235,758

四半期(当期)純損失 (千円) 149,279 154,669 36,462 23,597 265,099

純資産額 (千円) － － 1,103,0621,017,854991,029

総資産額 (千円) － － 2,616,8842,338,6352,323,086

１株当たり純資産額 (円) － － 80.25 61.48 72.10

１株当たり四半期(当期)
純損失金額

(円) 10.86 10.76 2.65 1.51 19.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 42.2 43.5 42.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △10,283△156,380 － － 2,791

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 41,285 51,189 － － △10,528

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 37,035 12,671 － － △69,769

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － － 450,806 212,743 305,262

従業員数 (名) － － 84 80 83

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、1株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(１) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 80（13）

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(２) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 74（11）

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(１) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

計測関連事業 121,109 △47.7

システム関連事業 316,834 130.2

合　　計 437,943 18.7

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(２) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

計測関連事業 170,894 17.0 77,690 136.2

システム関連事業 346,848 151.4 250,518 118.7

合　　計 517,742 82.3 328,208 122.6

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(３) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

計測関連事業 139,419 △43.1

システム関連事業 289,205 63.7

合　　計 428,624 1.6

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

沖電気工業㈱ 53,843 12.8 58,452 13.6

HI-TEK INTERNATIONAL INC. 42,197 10.0 ― ―

シャープシステムプロダクト㈱ ― ― 61,490 14.3

パナソニックシステムソリューションズジャパン㈱ ― ― 57,980 13.5

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　当第３四半期連結会計期間の販売高及び割合に記載のない相手先１社につきましては、当該割合が100分の10

未満のため記載を省略しております。また、前第３四半期連結会計期間の販売高及び割合に記載のない相手先２

社につきましては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は次のとおりであります。

当社は、平成21年10月22日開催の取締役会において、株式会社翔栄（社長：堀川悟、本社：群馬県伊勢崎

市）との間で、資本業務提携契約書の締結を決議いたしました。

その概要は次のとおりであります。

（1）目的

当社は、カーナビゲーションシステムや携帯電話などに使用される比較的小型の接触式タッチパネ
ルを主力とする株式会社翔栄と販売・生産・技術等各分野において、両社独自の技術・営業基盤を相
互に活かすことでタッチパネル業界において相応の市場ポジションが確立できるとの認識で合意に至
り、両社間で業務提携を行うことといたしました。

（2）契約の相手会社の名称

株式会社翔栄

（3）締結の時期

平成21年10月22日

（4）契約の内容

具体的な内容につきましては、両社の代表者及び関係取締役が参画する「業務提携推進員会」を設
置し、両社間で協議を進めてまいります。

（5）営業活動等へ及ぼす重要な影響

現段階では今回の提携は平成22年３月期の業績予想に大きく影響を及ぼさない見通しです。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものです。

　

（１）経営成績の分析

　

売上高

当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日～平成21年12月31日）における当社グループの連結売

上高は、前年同四半期に比べて1.6％増収の428百万円となりました。

・　計測関連事業は久しく動きの無かった車載用デバイステストシステム製品ならびに画質検査装置

製品がここへきて徐々にではありますが出荷が始まり売上に貢献してきておりますが、当社の主力

であるデバイスプログラマ製品の主要顧客であります携帯電話、デジタルカメラ関連企業の設備投

資が依然低迷していることなどから予定した売上をあげるには至らず当事業の売上高は前年同四半

期に比べて43.1％減収の139百万円となりました。

・　システム関連事業ではタッチパネル製品のうち金融端末用小型タッチパネルの売上はほぼ予定通

り推移しており、また補正予算に基づく公立学校向け電子黒板に代表される大型タッチパネル製品

も順調に売上を伸ばしておりますことから当事業の売上高は前年同四半期に比べて63.7％増収の

289百万円となりました。

　

営業損益

営業損益につきましては、収益率の高いデバイスプログラマ製品の売上不振がありましたもののタッ

チパネル製品の売上増により当社グループの四半期営業損益は、前年同四半期に比べて43百万円増益に

なり、営業利益13百万円となりました。

　

経常損益

経常損益につきましては、借入金の減少により支払利息等は軽減されつつありますが当第３四半期に

おいて行った第三者割当増資による株式交付費29百万円を営業外費用に計上いたしましたため当社グ

ループの四半期経常損益は、前年同四半期に比べて17百万円損失が減少いたしましたが、経常損失17百万

円となりました。

　

四半期純損益

四半期純損益につきましては、上記の経常損失から、固定資産の売却による売却損4百万円等を特別損

失に計上し、法人税、住民税及び事業税を控除しました結果、当社グループの四半期純損益は、前年同四半

期に比べて12百万円損失が減少いたしましたが、四半期純損失23百万円となりました。
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（２）財政状態の分析

　

（資　産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて9.1％増加し、1,224百万円となりました。これは、現金及び預金

が92百万円減少いたしましたが、受取手形及び売掛金が106百万円、仕掛品が101百万円それぞれ増加した

ことなどによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて7.2％減少し、1,114百万円となりました。これは、有形固定資産

が89百万円減少したことなどによるものです。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて0.7％増加し、2,338百万円となりました。

　

（負　債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて15.6％増加し、1,004百万円となりました。これは、１年以内返

済予定の長期借入金が20百万円、１年以内償還予定の社債が100百万円それぞれ減少いたしましたが、支

払手形及び買掛金が129百万円、短期借入金が125百万円それぞれ増加したことなどによるものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて31.8％減少し、315百万円となりました。これは、社債が49百万

円、長期借入金が91百万円それぞれ減少したことなどによるものです。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて0.8％減少し、1,320百万円となりました。

　

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.7％増加し、1,017百万円となりました。これは、当第３四半

期連結累計期間の四半期純損失が154百万円であったことと、再評価差額取崩が37百万円計上されたこと

により利益剰余金が117百万円減少しましたが、第三者割当による増資で資本金が89百万円、資本剰余金

が89百万円それぞれ増加したことによるものです。

　

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期に比べて52.8％減少し、

212百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べて93

百万円減少し、72百万円の支出となりました。主な要因は、仕入債務の増加額100百万円等の増加要因があ

りましたものの売上債権の増加額184百万円、賞与引当金の減少額32百万円、税金等調整前四半期純損失

22百万円等の減少要因によるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べて4百

万円増加し、51百万円の収入となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出5百万円等の減少

要因がありましたものの有形固定資産の売却による収入57百万円の増加要因によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べて73

百万円増加し、21百万円の収入となりました。主な要因は、短期借入金の純減額55百万円、長期借入金の返

済による支出72百万円等による減少要因がありましたものの株式の発行による収入150百万円の増加要

因によるものです。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は37百万円であり、研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。

　

EDINET提出書類

ミナトエレクトロニクス株式会社(E01977)

四半期報告書

 8/32



第３ 【設備の状況】

(１) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(２) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,563,15216,563,152
ジャスダック証券
取引所

単元株式数は
1,000株であります。

計 16,563,15216,563,152― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年11月９日
（注）

2,812,00016,563,15289,9841,335,69289,984 91,261

（注）第三者割当　発行価格179,968,000円　資本組入額89,984,000円

割当先　株式会社翔栄
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(5) 【大株主の状況】

　

当第３四半期会計期間において、日本アジア投資株式会社（無限責任組合員として運営するJAIC-PE１

号投資事業有限責任組合にて保有）から平成21年11月12日付で関東財務局長に提出された変更報告書Ｎ

ｏ.４および平成21年11月13日付で関東財務局長に提出された訂正報告書並びに株式会社翔栄から平成

21年11月13日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により平成21年12月31日現在で以下の株式

を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株

式数の確認ができておりません。

　なお、大量保有報告書等の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

JAIC-PE１号投資事業有限責任
組合

東京都千代田区神田錦町３丁目11番地 4,323 31.44

株式会社翔栄 群馬県伊勢崎市三和町2718番地３ 3,125 18.87

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　 7,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式13,725,00013,725 ―

単元未満株式 普通株式　　19,152 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 13,751,152― ―

総株主の議決権 ― 13,725 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権1個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式86株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　 　 　 　 　 　

(自己保有株式)
ミナトエレクトロニクス
株式会社

神奈川県横浜市都筑区
南山田町4105番地

7,000 ― 7,000 0.05

計 ― 7,000 ― 7,000 0.05

　

EDINET提出書類

ミナトエレクトロニクス株式会社(E01977)

四半期報告書

11/32



２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 　５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 39 49 88 88 79 110 84 69 73

最低(円) 28 35 46 57 69 64 57 52 53

(注)　最高、最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりでありま

す。

(1)　退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 熊田　恒雄 平成21年10月22日

　

(2)　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常勤監査役
（　―　）

監査役 
（　―　）

押野見　一夫 平成22年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４年１日から平成20年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月

31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 262,743 355,262

受取手形及び売掛金 ※
 484,684 378,097

製品 94,311 107,177

仕掛品 257,726 156,106

原材料及び貯蔵品 117,716 120,484

その他 7,727 4,870

貸倒引当金 △812 △335

流動資産合計 1,224,097 1,121,664

固定資産

有形固定資産

土地 762,043 805,788

その他 1,905,892 1,992,598

減価償却累計額 △1,630,315 △1,671,116

有形固定資産合計 1,037,620 1,127,270

無形固定資産 4,059 4,475

投資その他の資産

その他 120,858 119,989

貸倒引当金 △48,000 △50,312

投資その他の資産合計 72,858 69,676

固定資産合計 1,114,538 1,201,422

資産合計 2,338,635 2,323,086

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 280,445 151,310

短期借入金 375,400 250,000

1年内返済予定の長期借入金 194,116 214,668

1年内償還予定の社債 99,940 200,080

未払法人税等 5,465 8,240

製品保証引当金 2,000 3,000

その他 47,581 41,690

流動負債合計 1,004,948 868,989

固定負債

社債 36,600 86,500

長期借入金 88,005 179,682

退職給付引当金 44,486 47,097

役員退職慰労引当金 17,407 19,157

再評価に係る繰延税金負債 125,206 125,206

その他 4,128 5,425

固定負債合計 315,832 463,068

負債合計 1,320,781 1,332,057
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,335,692 1,245,708

資本剰余金 91,261 1,277

利益剰余金 △422,617 △305,042

自己株式 △812 △809

株主資本合計 1,003,523 941,133

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,048 △2,577

土地再評価差額金 15,378 52,473

評価・換算差額等合計 14,330 49,895

純資産合計 1,017,854 991,029

負債純資産合計 2,338,635 2,323,086

EDINET提出書類

ミナトエレクトロニクス株式会社(E01977)

四半期報告書

15/32



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 1,289,540 912,829

売上原価 1,025,003 693,378

売上総利益 264,536 219,450

販売費及び一般管理費 ※
 384,366

※
 326,213

営業損失（△） △119,829 △106,762

営業外収益

受取配当金 908 524

受取賃貸料 3,000 4,164

原材料売却益 1,822 2,194

助成金収入 － 4,268

その他 2,509 2,429

営業外収益合計 8,241 13,581

営業外費用

支払利息 18,421 16,855

株式交付費 － 29,488

その他 4,436 1,961

営業外費用合計 22,858 48,305

経常損失（△） △134,446 △141,486

特別損失

投資有価証券評価損 10,369 －

固定資産売却損 － 4,612

役員退職功労金 － 4,108

特別損失合計 10,369 8,720

税金等調整前四半期純損失（△） △144,816 △150,206

法人税、住民税及び事業税 4,463 4,463

法人税等合計 4,463 4,463

四半期純損失（△） △149,279 △154,669
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 421,691 428,624

売上原価 325,787 305,044

売上総利益 95,904 123,580

販売費及び一般管理費 ※
 126,199

※
 110,512

営業利益又は営業損失（△） △30,294 13,068

営業外収益

受取配当金 164 66

受取賃貸料 1,032 1,045

原材料売却益 － 1,691

助成金収入 － 1,547

為替差益 702 －

その他 703 1,048

営業外収益合計 2,603 5,398

営業外費用

支払利息 6,261 6,109

株式交付費 － 29,488

その他 1,021 367

営業外費用合計 7,282 35,965

経常損失（△） △34,974 △17,497

特別損失

固定資産売却損 － 4,612

特別損失合計 － 4,612

税金等調整前四半期純損失（△） △34,974 △22,109

法人税、住民税及び事業税 1,488 1,487

法人税等合計 1,488 1,487

四半期純損失（△） △36,462 △23,597
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △144,816 △150,206

減価償却費 41,190 33,186

貸倒引当金の増減額（△は減少） △352 △1,023

賞与引当金の増減額（△は減少） △31,900 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） － △1,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,927 △2,611

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 645 △1,750

受取利息及び受取配当金 △1,048 △593

支払利息 18,421 16,855

株式交付費 － 29,488

投資有価証券評価損益（△は益） 10,369 －

固定資産売却損益（△は益） － 4,612

売上債権の増減額（△は増加） 123,989 △107,399

たな卸資産の増減額（△は増加） 187,513 △85,985

仕入債務の増減額（△は減少） △188,347 129,134

その他 △11,405 3,192

小計 13,187 △134,098

利息及び配当金の受取額 1,011 580

利息の支払額 △18,262 △16,917

法人税等の支払額 △6,218 △5,945

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,283 △156,380

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 52,405 －

投資有価証券の取得による支出 △1,987 △1,348

投資有価証券の売却による収入 200 －

有形固定資産の取得による支出 △9,843 △5,972

有形固定資産の売却による収入 － 57,770

貸付けによる支出 △250 △150

貸付金の回収による収入 760 890

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 41,285 51,189
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 125,400

長期借入れによる収入 170,000 72,000

長期借入金の返済による支出 △139,317 △184,229

社債の発行による収入 49,045 －

社債の償還による支出 △41,690 △150,040

株式の発行による収入 － 150,479

リース債務の返済による支出 △831 △935

自己株式の取得による支出 △170 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 37,035 12,671

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 68,037 △92,518

現金及び現金同等物の期首残高 382,768 305,262

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 450,806

※
 212,743
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【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結会計期間

(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期連結貸借対照表関係）

前第３四半期連結会計期間において、流動負債の「短期借入金」に含めておりました「１年内返済予定の長期

借入金」は、重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間より区分掲記することとしております。なお、前第

３四半期連結会計期間の流動負債の「短期借入金」に含まれる「１年内返済予定の長期借入金」は、214,676千

円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１．棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。なお、棚卸資産の簿価切り下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切り下げを行う方法によっており

ます。

２．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、および一時差異等の発

生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測にその変化の影

響を加味したものを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※　四半期連結会計期間末満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末満期手形の会計処理につき

ましては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当第３四半期連結会計期間末が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

受取手形 8,033千円

支払手形 16,559千円

 
────――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入 4,000千円

給与手当 137,992千円

賞与 17,472千円

退職給付費用 3,849千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入 2,000千円

給与手当 121,269千円

賞与 8,624千円

退職給付費用 816千円

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入 4,000千円

給与手当 45,691千円

賞与 15,346千円

退職給付費用 419千円

※　販売費及び一般管理費の主なもの

製品保証引当金繰入 2,000千円

給与手当 39,265千円

賞与 8,624千円

退職給付費用 381千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成20年12月31日現在）

 

現金及び預金 450,806千円

現金及び現金同等物 450,806千円

 

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成21年12月31日現在）

 

現金及び預金 262,743千円

預入期間が３か月超の定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 212,743千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 16,563,152

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,086

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成21年11月９日付で、株式会社翔栄から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、

当第３四半期連結累計期間において資本金及び資本準備金がそれぞれ89,984千円増加し、当第３四半

期連結会計期間末において資本金が1,335,692千円、資本剰余金が91,261千円となっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　
計測関連事業
(千円)

システム関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

245,042 176,649421,691 ― 421,691

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 245,042 176,649421,691 ― 421,691

営業利益又は営業損失(△) 45,853 △16,661 29,192 △59,487△30,294

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 計測関連事業・・・ 各種半導体テストシステム、画質検査装置、デバイスプログラマ

(2) システム関連事業・・・ タッチパネル、精密板金、その他

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当第１四半期連結

会計期間から適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（2）に記載のとおり、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13

号）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正

平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期に適用しておりま

す。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　
計測関連事業
(千円)

システム関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

139,419 289,205428,624 ― 428,624

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 139,419 289,205428,624 ― 428,624

営業利益 13,370 52,193 65,564 △52,495 13,068

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２　各区分の主な製品

(1) 計測関連事業・・・ 各種半導体テストシステム、画質検査装置、デバイスプログラマ

(2) システム関連事業・・・ タッチパネル、精密板金、その他
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前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日　至 平成20年12月31日)

　
計測関連事業
(千円)

システム関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(１) 外部顧客に
　　　対する売上高

787,321 502,2181,289,540 ― 1,289,540

　(２) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 787,321 502,2181,289,540 ― 1,289,540

営業利益(又は営業損失△) 89,135 △35,875 53,259△173,089△119,829

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 計測関連事業・・・ 各種半導体テストシステム、画質検査装置、デバイスプログラマ

(2) システム関連事業・・・ タッチパネル、精密板金、その他

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当第１四半期連結

会計期間から適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（2）に記載のとおり、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13

号）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正

平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期に適用しておりま

す。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日)

　
計測関連事業
(千円)

システム関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(１) 外部顧客に
　　　対する売上高

395,579 517,249912,829 ― 912,829

　(２) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 395,579 517,249912,829 ― 912,829

営業利益(又は営業損失△) 26,194 22,879 49,074△155,837△106,762

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 計測関連事業・・・ 各種半導体テストシステム、画質検査装置、デバイスプログラマ

(2) システム関連事業・・・ タッチパネル、精密板金、その他

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会

計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４

月１日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月

31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しておりま

す。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 93,008 846 93,854

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― 421,691

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

22.1 0.2 22.3

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) アジア地域・・・・・・韓国、中国、フィリピン他

(2) その他の地域・・・・・欧州地域、北米地域、オセアニア地域

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 57,921 521 58,443

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― 428,624

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

13.5 0.1 13.6

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) アジア地域・・・・・・韓国、中国、フィリピン他

(2) その他の地域・・・・・欧州地域、北米地域、オセアニア地域

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日　至 平成20年12月31日)

　 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 220,753 2,228 222,982

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 1,289,540

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

17.1 0.2 17.3

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) アジア地域・・・・・・韓国、中国、フィリピン他

(2) その他の地域・・・・・欧州地域、北米地域、オセアニア地域

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日)

　 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 121,175 2,532 123,708

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 912,829

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.3 0.3 13.6

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) アジア地域・・・・・・韓国、中国、フィリピン他

(2) その他の地域・・・・・欧州地域、北米地域、オセアニア地域

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 61.48円
　

　 　

　 72.10円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,017,854 991,029

普通株式に係る純資産額(千円) 1,017,854 991,029

普通株式の発行済株式数(株) 16,563,152 13,751,152

普通株式の自己株式数(株) 7,086 6,986

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 16,556,066 13,744,166

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 10.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　円
　

１株当たり四半期純損失金額 10.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　円
　

(注)　１  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当り四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 149,279 154,669

普通株式に係る四半期純損失(千円) 149,279 154,669

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 13,745,050 14,368,955
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 2.65円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　円
　

１株当たり四半期純損失金額 1.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　円
　

(注)　１  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当り四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 36,462 23,597

普通株式に係る四半期純損失(千円) 36,462 23,597

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 13,744,400 15,618,733

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

ミナトエレクトロニクス株式会社

取締役会  御中

　

あ　ず　さ　監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    髙    　山        勉    

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    内    野    福    道    

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているミナ

トエレクトロニクス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日

から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ミナトエレクトロニクス株式会社及び連結子

会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

ミナトエレクトロニクス株式会社

取締役会  御中

　

あ　ず　さ　監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士 　 髙    　山        勉 

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    内    野    福    道

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているミナ

トエレクトロニクス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日

から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ミナトエレクトロニクス株式会社及び連結子

会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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